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令和６年１０月１７日 

伊賀市水道水源保護審議会 様 

 

事業計画の説明概要書 

  

事業計画者：大阪府東大阪市若江西新町三丁目１番５号 

   伊賀環境サービス株式会社 

代表取締役 岸 田 昌 信 

 

１ 「（仮称）大山田安定型最終処分場設置及び運営事業」の事業計画の概要 

 ⑴ 本件事業（産業廃棄物の処理施設の設置等）の目的 

   本件事業は、弊社グループ会社が、過去にゴルフ場開発用地として取得し、未利用となって 

  いた土地の一部を活用して、産業廃棄物最終処分場の需要に応えることを目的としています。 

  

 ⑵ 産業廃棄物の処理施設の種類：安定型産業廃棄物最終処分場 

 

 ⑶ 産業廃棄物の処理施設の設置等の場所：三重県伊賀市下阿波字高顔２０８７番２ほか１２筆 

 

資料８－１ 
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⑷ 産業廃棄物処理施設の処理能力等（埋立計画平面図：図面１） 

① 事業面積：２４，９１７．８５㎡ 

② 埋立容量：２５１，０５５㎥（立法メートル）※覆土を含みます。 

③ 埋立量目安：約３００㎥／日（８時間） 

④ 搬入台数等：１日あたり平均２０台（最大３０台) ４ｔ車～１０ｔ車 

   

⑸ 産業廃棄物の処理施設において処理する産業廃棄物の種類（安定型産業廃棄物※） 

廃プラスチック類（石綿含有産業廃棄物を含む。）／ゴムくず／金属くず／ガラスくず、コンク

リートくず（工作物の新築、改築又は除去に伴って生じたものを除く。）及び陶磁器くず（石綿

含有産業廃棄物を含む。）／工作物の新築、改築又は除去に伴って生じたコンクリートの破片そ

の他これに類する不要物（石綿含有産業廃棄物を含む。） 

※安定型産業廃棄物とは、有害物質・有機物などの付着がなく、雨水などにさらされても変化を起

こさない（容易に化学的変化を起こさない）廃棄物です。 

 

⑹ 埋立工法：セル＆サンドイッチ方式 

  セル方式とは、１日に埋め立てた廃棄物をその日のうちに（法面も含めて）覆土する埋立方法

です。また、サンドイッチ方式とは、覆土した廃棄物の上に廃棄物を積み重ね、更に覆土で積み

重ねる（サンドする）埋立方法です。セル方式を採用することにより、廃棄物の飛散・流出を防

止、悪臭の発生の防止にもなり（そもそも悪臭は発生しませんが予防のため）、速やかに埋立し、

覆土での締固め・散水することにより、粉塵の発生の防止も徹底します。 

 

（図出典：栃木県 環境森林部 馬頭最終処分場ホームページ） 

 

⑺ 場内使用重機・車両： 

バックホー(０．７㎥）３台程度、ダンプトラック(４ｔ)１台程度を使用します。埋立作業等に

おいては低騒音型重機を使用し、搬入車両には、排出ガス対策型車両を使用します。 

 

⑻ 営業日数及び営業時間： 

①年間２８４日(日・祝休業、その他お盆休み・年末年始は休業)  

②搬入車通行時間：９：００～１５：００ 

 埋立作業時間 ：９：００～１７：００ 
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⑼ 事業計画スケジュール※現時点における予定 

 ①本件事業にかかる関係法令上の許認可（※）取得完了予定：２０２５年１０月目途 

 （主な許認可手続） 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律、森林法、三重県自然環境保全条例、文化財保護法 

及び伊賀市水道水源保護条例等 

 ②２０２５年１１月 造成工事開始（約６ヶ月） 

 ③２０２６年 ８月 営業許可 ⇒ 埋立業務開始 

 ④２０３１年 ８月 埋立終了 ⇒ 産業廃棄物最終処分場閉鎖工事（約５年間） 

 ⑤２０３３年 ８月 産業廃棄物最終処分場閉鎖完了（埋立終了後から２年後を目途） 

 ⇒廃掃法上の閉鎖基準を満たした場合に限り、施設を閉鎖します。 

 

⑽ 主要な施設（設備等）（施設配置図：図面２、施設配置拡大図：図面３） 

 ①受付・事務所・車上検査場 

  関係法令・契約の遵守の徹底（許可品目・マニフェスト・計量・付着物・大きさ、廃棄物の臭

気、石綿含有廃棄物の荷卸し前の破損等の各種確認作業）。 

 ②展開検査場（埋立場内に設置） 

搬入された廃棄物は処分場に設けた展開検査場（埋立場所に隣接して設置）に積載物を下させ、

搬入書類（マニフェスト等）と照らし合わせるとともに、５０ｃｍ程度の厚さに敷き均し、４名以

上の展開検査員でさらに不適切な廃棄物が混入・付着がないか、また異臭の有無等を検査します。 

 ③場内道路、タイヤ洗い場 

 ④集排水施設（浸透水集排水管、雨水排水溝、調整池及び浸透水溜池） 

  下記⑹の②のとおり（雨水排水計画平面図：図面４、防災暗渠排水計画図：図面５）。 

⑤地下水水質監視井戸 

  下記⑹の③のとおり（施設配置図：図面２）  

 ⑥水処理施設 

  下記⑹の⑥のとおり（施設配置拡大図：図面２、水処理施設設計図：図面６、図面７） 

 

⑾ 最終処分場の構造（埋立構造） 

 ①貯留堤(土堰堤) （埋立計画断面図：図面８、図面９） 

所定の容量の廃棄物を安全に貯留するために土堰堤を設置し、第１期及び第２期に分けて埋

立を行います。埋立廃棄物層内に水が滞留しないように集排水管等の排水施設を配置して、

土堰堤に水圧がかからないようにします。また、堤体の小段には排水路を配置して速やかに

雨水を排水するとともに、法面には種子吹付け等で早期緑化を行い、堤体内へ雨水等が浸入

することを防止します。 

②集排水施設（施設配置拡大図：図面２、雨水排水計画平面図：図面４） 

降雨時には集排水施設によって雨水を速やかに埋立地外へ排水し、埋立廃棄物層内の水の滞

留を少なくすることにより、処分場全体の安定を保持します。埋立地外の雨水は、事業用地

内に流入しないように外周に設置した排水溝を通って、そのまま既存水路に放流し、最終は

服部川に流入します。埋立地内に降った雨水は、埋立地内に敷設した浸透水集排水管(有孔管)

で集水し、浸透水溜池に入ります。 
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③地下水水質監視井戸（施設配置図：図面２） 

埋立地周辺の２箇所に水質監視井戸を設置します。水質監視井戸の位置は、想定地下水位断

面図等に基づいて決定し、埋立地の上流と下流の各１箇所に設置します。 

※水質検査項目及び水質基準は８頁添付の別表のとおりです。 

④浸透水採取設備（施設配置拡大図：図面３） 

廃棄物層を通過した浸透水の水質検査を行うため、埋立地内に多孔性の浸透水集水管を敷設

して、その出口に浸透水溜池を設置します。浸透水溜池に浸透水観測場（ピット）を設置し、

浸透水を採取します。 

⑤囲い、看板（施設配置図：図面２） 

埋立地の周囲には必要な場所に囲い（立入防止用フェンス）を設け、入口に最終処分場を表示

する立て看板を設置し、掲示します。 

⑥水処理施設（施設配置拡大図：図面３、水処理施設設計図：図面６、図面７） 

浸透水溜池に集水された浸透水は、水処理施設で処理した後、既存水路に放流し、最終は服部

川に流入します。 

※上記①②の補足説明 

埋立地の構造：準好気性埋立構造（埋立計画断面図：図面８、図面９） 

準好気性埋立構造とは、埋立地内に縦横に張り巡らされた排水管により埋立地内部の水分を排

除し、埋立地の中で発生したガス（安定型産業廃棄物最終処分場では通常ガスは発生しません

が予防のため）を大気中に逃がす管（ガス抜き管）から排水管の末端までが接続されて大気が

自然に埋立地の中に侵入している構造です。 

この構造することにより、埋立地内部に水やガスが溜まらないよう管理します。 

 

 

（図出典：国立環境研究所 資源循環・廃棄物研究センターホームページ） 
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⑿ 最終処分場の維持管理方法 

①地下水等検査項目は、地下水観測井にて毎年１回測定し、記録します（水質検査項目及び水質

基準は末尾添付別紙のとおりです※水色の項目。）。 

②安定型最終処分場の浸透水にかかる水質検査の基準は、１ヶ月に１回測定し、記録します（水

質検査項目及び水質基準は８頁添付の別表のとおりです※黄色の項目）。 

③搬入された廃棄物は、展開検査後速やかに埋立を行い、廃棄物が飛散、流出しないよう覆土で

十分締固めを行います。また、廃棄物の飛散が予測される場合は、飛散防止ネット等を設置し、

廃棄物の飛散を防止します。 

④展開検場にて、許可品目以外の混在、混入・付着がないか目視確認を徹底し、受入時の廃棄物

の目視検査及び場内展開検査時に、臭いのある廃棄物は受け入れしません。 

 ⑤火災発生のおそれのある廃棄物は受け入れしません。念のため、必要な場所に消火器等の消火

設備を設置します。 

 ⑥事業地内及び周辺は、常時整理・整頓・清掃を行い清潔に保ちます。害虫等が発生するおそれ

のある廃棄物は受け入れしません。 

 ⑦埋立地の周囲には、みだりに人が立ち入るのを防止するため、外周には必要な箇所にネットフ

ェンスを設置します。 

 ⑧本事業用地入口の見やすい箇所に、最終処分場であることを表示する立札等の設備を設置し、

掲示します。また、表示すべき事項に変更が生じた場合には、速やかに書換等の必要な措置を

講じます。 

 ⑨施設の構造上の管理については、擁壁等を定期的に点検し、損壊する恐れがあると認められる

場合には、速やかにこれを防止する措置を講じます。 

 ⑩残余の埋立容量について１年に１回以上測定し、記録します。 

 ⑪万が一、水質の悪化が認められる場合には、処分場への搬入及び埋立処分を中止し、速やかに

三重県、伊賀市及び関係地域連絡窓口に連絡した上で、当該原因の調査を実施し、生活環境の

保全上必要な措置を講じます。 

 ⑫埋め立てられた廃棄物の種類及び数量、最終処分場の維持管理にあたって行った点検、検査そ

の他の措置の記録を作成し、廃止までの間保存します。 

 ⑬処分場内に設けた展開検査場で、廃棄物の全量を敷き広げて目視により検査する。許可品目以

外の廃棄物が混在・混入・付着した廃棄物や、臭気のある廃棄物は受け入れず、返車・返品し

ます。 

 ⑭浸透水に係る地下水等検査項目の水質検査の結果基準に適合していない場合、ＢＯＤ・ＣＯＤ・

ＳＳの水質検査の結果、ＢＯＤが２０ｍｇ／ｌ、ＣＯＤが４０ｍｇ／ｌ、ＳＳが２５ｍｇ／ｌ

をいずれか１項目でも超えている場合、処分場への搬入及び埋立処分を中止し、速やかに三重

県、伊賀市及び関係地域連絡窓口に連絡した上で、当該原因の調査を実施し、生活環境の保全

上必要な措置を講じます。 

 ⑮埋立処分が終了した埋立地を、埋立処分以外の用に供する場合は、土砂を厚さ５０ｃｍ以上に

敷き均し、覆土により開口部を閉鎖します。また、埋立地の範囲を明らかにすることができる

設備等を設けます。 

 ⑯前項により閉鎖した埋立地については、覆いの損壊を防止するため、張芝および植栽等の必要

な措置を講じます。 
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⒀ 搬入管理 

最終処分場として安全に運営し、浸透水の汚染等を防止するために、搬入管理を徹底します。 

また、搬入管理を確実に実行するために搬入管理マニュアルを作成します。 

①契約時の書類による事前管理 

契約の申し込みがあった廃棄物排出事業者（以下「業者」といいます）については、契約前に

業者の廃棄物の状況や取り扱い状況を把握します。また、許可品目外の混入・付着した廃棄物は

受け入れられないこと等を明確に伝え、契約書の文面に明記して契約します。 

 ②車上検査 

 搬入された廃棄物は、受付でマニフェストチェックと車上検査を行った後に計量します。 

 車上検査は、廃棄物を運搬車両に積載したまま目視で検査し、品目がはっきりしない混合廃棄  

物や、許可品目外の廃棄物が混入・付着していた場合は、受入れせず返車します。 

 ③展開検査 

 車上検査の済んだ廃棄物は、埋立場所に隣接して設ける展開検査場で５０ｃｍ程度の厚みに広 

げ、マニフェストの記載内容と照らし合わせるとともに、４名以上の検査員で検査し、許可品目 

外の廃棄物の混入・付着が確認された場合は、受入れせず返品・返車します。 

 返車・返品した契約先には許可品目外の廃棄物は受け入れられないことを通知し、改善されな  

い場合は契約を解除します。 

 ④石綿含有産業廃棄物 

 石綿含有廃棄物は、非飛散性の石綿含有廃棄物（スレート等の固形物※レベル３）のみを受入 

れます。契約書とマニフェストの整合および搬入管理を行い、石綿含有産業廃棄物埋立場所とし 

て明示し指定した場所に、「石綿含有産業廃棄物処理マニュアル」に従って適正に埋め立てます。 

 ⑤データ管理 

 埋め立てた廃棄物は、埋立管理メッシュ図を用いてデータ管理し、処分場の廃止まで保管しま 

す。また、残余の埋立容量について１年に１回以上測定し、記録します。 

 （埋立管理メッシュ図※参考） 
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⒁ 交通計画 

産業廃棄物の搬入車両の運搬経路は、専ら国道１６３号を利用し、市道５０８７号（出走紙漉※か

みすき線）から進入道路（処分場専用道路）を経由して搬入します。※下記図面の青点線のとおり 

搬入車両（ダンプトラック等）は積載量を遵守させ、進入路および場内の速度制限（２０ｋｍ／

ｈ以下）と待機時のアイドリング防止を運転者に周知徹底します。 
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別紙 

放流水の水質および測定頻度等に関する調書 

 

 

項  目 

 

 

設計計算上達 

成することが 

できる放流水 

の水質    

 

周辺地域の生 

活環境の保全 

のために達成 

することとし 

た数値    

 

 

項  目 

 

 

設計計算上達 

成することが 

できる放流水 

の水質    

 

周辺地域の生 

活環境の保全 

のために達成 

することとし 

た数値    

 
アルキル水銀化合物 *1 

 
不検出 

 
不検出 

 
ホウ素およびその化合物  

  

 
水銀およびその化合物 *1 

 
0.0005以下 

 
0.0005以下 

 
フッ素およびその化合物  

  

 
カドミウムおよびその化合物 *1 

 
0.003以下 

 
0.003以下 

 
ｱﾝﾓﾆｱ､ｱﾝﾓｳﾆｳﾑ化合物､亜硝酸 
 
化合物､ 硝酸化合物 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
鉛およびその化合物 *1 

 
0.01以下 

 
0.01以下 

 
有機燐化合物 

 
 

 
 

 
水素イオン濃度  [－] 

  

 
六価クロム化合物 *1 

 
0.02以下 

 
0.02以下 

 
生物化学的酸素要求量 *2 

 
20以下 

 
20以下 

 
砒素およびその化合物 *1 

 
0.01以下 

 
0.01以下 

 
化学的酸素要求量 *2 

 
40以下 

 
40以下 

 
シアン化合物 *1 

 
不検出 

 
不検出 

 
浮遊物質量 *2 

 
25以下 

 
25以下 

 
ボリ塩化ビフェニル *1 

 
不検出 

 
不検出 

 
ﾉﾙﾏﾙﾍｷｻﾝ抽出 
 
物質含有量 

 
 鉱  油 

 
 

 
 

 
トリクロロエチレン *1 

 
0.01以下 

 
0.01以下 

 
動植物性油脂 

 
 

 
 

 
テトラクロロエチレン *1 

 
0.01以下 

 
0.01以下 

 
フェノール含有量 

 
 

 
 

 
ジクロロメタン *1 

 
0.02以下 

 
0.02以下 

 
銅含有量 

 
 

 
 

 
四塩化炭素 *1 

 
0.002以下 

 
0.002以下 

 
亜鉛含有量 

 
 

 
 

 
1,2-ジクロロエタン *1 

 
0.004以下 

 
0.004以下 

 
溶解性鉄含有量 

 
 

 
 

 
1,1-ジクロロエチレン *1 

 
0.1以下 

 
0.1以下 

 
溶解性マンガン含有量 

 
 

 
 

 
1,2-ジクロロエチレン *1 

 
0.04以下 

 
0.04以下 

 
クロム含有量 

 
 

 
 

 
1,1,1-トリクロロエタン *1 

 
1以下 

 
1以下 

 
セレンおよびその化合物 *1 

 
0.01以下 

 
0.01以下 

 
1,1,2-トリクロロエタン *1 

 
0.006以下 

 
0.006以下 

 
大腸菌郡数      [個/ml] 

 
 

 
 

 
1,3-ジクロロプロペン *1 

 
0.002以下 

 
0.002以下 

 
窒素含有量 

 
 

 
 

 
チウラム *1 

 
0.006以下 

 
0.006以下 

 
燐含有量 

 
 

 
 

 
シマジン *1 

 
0.003以下 

 
0.003以下 

 
ダイオキシン類  [pg-TEQ/L] 

 
 

 
 

 
チオベンカルブ *1 

 
0.02以下 

 
0.02以下 

 
1,4-ジオキサン *1 

 
0.05以下 

 
0.05以下 

 
ベンゼン *1 

 
0.01以下 

 
0.01以下 

 
クロロエチレン*1 

 
0.002以下 

 
0.002以下 

 

 

 

 

放流水の水質の測定頻度 

 

 

 

項   目 

 

測 定 頻 度 

 

地下水等検査項目 

 

*1の項目は1年に1回 

 

安定型最終処分場の浸透水に係る基準 

 

*2の項目は1ヵ月に1回 

 

 

 

 

備 考  １ 各数値の単位については、表中に記載しているもの以外は mg/L とすること。 

    ２ 排水口が複数あるときは、この様式例により作成した書面に記載して、その書面を添付すること。 
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２ 本件事業の実施にかかる生活環境影響調査結果（以下「結果書」といいます）について（抜粋） 

 

（結果書２１頁・２２頁ご参照※以下、項目番号は結果書記載の番号のとおり） 

２．周辺地域に及ぼす影響の基礎的事項 

２－１ 周辺環境に影響を及ぼす行為 

「廃棄物処理施設生活影響調査指針」（平成 18年 9月 環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対

策部）による最終処分場に関する生活環境影響要因と生活環境影響調査項目を表 2-1-1に示す。 

本計画事業は安定型産業廃棄物最終処分場の設置であるため、◎の付いた大気質（粉じん）、騒

音・振動、水質（BOD、COD、SS）および地下水(地下水の流れ)が標準的な調査項目である。 

表 2-1-1 安定型最終処分場の設置に関し想定される一般的な環境影響行為 

 
出典：「廃棄物処理施設生活影響調査指針」（平成 18年 9月 環境省）     
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２－２ 生活環境影響要因と生活環境影響調査項目の抽出 

前頁の表 2-1-1 に示した一般的な環境影響行為に対し、本事業計画の内容および地域の特性

を勘案し、周辺の生活環境に対し影響を及ぼすことが予想される生活環境影響要因を 

表 2-2-1に示す。 

 

表 2-2-1 本事業の実施に係る環境影響要因と環境影響調査項目 

調査事項 

 
環境影響要因 

環境影響調査 
項目 

浸透水
の排出 

施設の
存在 

埋立 
工事 

廃棄物運搬
車両の走行 

大気汚染 
粉じん（石綿含有廃棄物含む）   ○  

二酸化窒素および浮遊粒子状物質     

水質汚濁 BOD、COD、SS ○    

地下水 地下水の水位、流動の状況     

騒音 騒音レベル   ○ ○ 

振動 振動レベル   ○ ○ 

○：影響が想定される項目 

上表に示すとおり、本事業の実施に伴い現況把握、予測、分析を行うべき生活環境影響項目は、 

①大気汚染：埋立作業に伴う粉じんの影響 

②水質汚濁：浸透水の排出が下流河川の水質に及ぼす影響 

③騒  音：埋立作業および廃棄物運搬車両の走行に伴う騒音の影響 

④振  動：埋立作業および廃棄物運搬車両の走行に伴う振動の影響 

 の４項目とする。 

 

２－３ 調査を行わないこととした調査事項、調査項目とその理由 

⑴ 廃棄物運搬車両の排ガスによる大気汚染（二酸化窒素、浮遊粒子状物質） 

本施設の設置に伴い発生する廃棄物運搬車両の交通量は、中・大型車が１日当たり最大 30 台

（往復 60台）程度であり、通行経路となる国道 163号の平日昼間の 12 時間交通量（大型車 232

台、小型車 1,568台、合計 1,800台：伊賀市下阿波 令和 3年度道路交通センサス）と比べては

るか少なく、大気汚染物質の発生源としても十分小さい。 

ただし、国道 163号と進入道路の間の市道出走紙漉線については、民家に面する上、現況の交

通量がほとんどなく、交通量の変化が小さいとはいえないため、廃棄物運搬車両の走行に伴う騒

音・振動を生活環境影響調査項目とする。 

⑵ 施設(最終処分場)の存在による地下水（地下水の流れ） 

 事業計画地を含む服部川支流の流域の面積は約 550,000 ㎡であり、それに対して計画地内の

埋立区域(土堰堤を含む)の面積は約 20,000 ㎡である。埋立区域が流域に占める割合は約 4％で

あり、施設の存在が下流地域の地下水位等に影響を及ぼす可能性は小さいと考えられる。 

なお、事業計画地と服部川の間に、事業計画地を涵養域とする地下水を利用する施設等はない。 
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（結果書２７頁ないし３０頁ご参照） 

②水質汚濁に係る環境基準 

水質汚濁に係る環境基準は、昭和 46年 12月 28日環境庁告示第 59号により「人の健康の保護に

関する環境基準」( 

表 2-4-1)と「生活環境の保全に関する環境基準」(表 2-4-2)が定められている。「人の健康の保

護に関する環境基準」は全ての公共用水域に適用されるが、「生活環境の保全に関する環境基準」

は、河川、湖沼および海域の別に、それぞれいくつかの類型に分けて設定されており、 個々の水域

ごとに利水目的を勘案して水域類型を当てはめることによって具体的に示される。事業予定地下流

の服部川は、生活環境の保全に関する環境基準の A類型に指定されている。 

 

表 2-4-1 人の健康の保護に関する環境基準(公共用水域) 

項 目 基 準 値  

カドミウム 0.003 ㎎／L 以下 
日本工業規格 K0102（以下「規格」という。）55.2、55.3 又は 55.4 に定

める方法 

全シアン 検出されないこと。 
規格 38.1.2 及び 38.2 に定める方法、規格 38.1.2 及び 38.3 に定める方

法又は規格 38.1.2 及び 38.5に定める方法 

鉛 0.01 ㎎／L 以下 規格 54 に定める方法 

六価クロム 0.02 ㎎／L 以下 

規格 65.2 に定める方法（ただし、規格 65.2.6 に定める方法により汽水

又は海水を測定する場合にあつては、日本工業規格 K0170-7 の 7 の a)又

は b)に定める操作を行うものとする。) 

砒素 0.01 ㎎／L 以下 規格 61.2、61.3 又は 61.4 に定める方法 

総水銀 0.0005 ㎎／L 以下 付表１に掲げる方法 

アルキル水銀 検出されないこと。 付表２に掲げる方法 

ＰＣＢ 検出されないこと。 付表３に掲げる方法 

ジクロロメタン 0.02 ㎎／L 以下 日本工業規格Ｋ0125 の 5.1、5.2 又は 5.3.2 に定める方法 

四塩化炭素 0.002 ㎎／L 以下 日本工業規格Ｋ0125 の 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1 又は 5.5 に定める方法 

1,2-ジクロロエタン 0.004 ㎎／L 以下 日本工業規格Ｋ0125 の 5.1、5.2、5.3.1 又は 5.3.2 に定める方法 

1,1-ジクロロエチレン 0.1 ㎎／L 以下 日本工業規格Ｋ0125 の 5.1、5.2 又は 5.3.2 に定める方法 

シス-1,2-ジクロロエチレン 0.04 ㎎／L 以下 日本工業規格Ｋ0125 の 5.1、5.2 又は 5.3.2 に定める方法 

1,1,1-トリクロロエタン １㎎／L 以下 日本工業規格Ｋ0125 の 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1 又は 5.5 に定める方法 

1,1,2-トリクロロエタン 0.006 ㎎／L 以下 日本工業規格Ｋ0125 の 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1 又は 5.5 に定める方法 

トリクロロエチレン 0.01 ㎎／L 以下 日本工業規格Ｋ0125 の 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1 又は 5.5 に定める方法 

テトラクロロエチレン 0.01 ㎎／L 以下 日本工業規格Ｋ0125 の 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1 又は 5.5 に定める方法 

1,3-ジクロロプロペン 0.002 ㎎／L 以下 日本工業規格Ｋ0125 の 5.1、5.2 又は 5.3.1 に定める方法 

チウラム 0.006 ㎎／L 以下 付表４に掲げる方法 

シマジン 0.003 ㎎／L 以下 付表５の第１又は第２に掲げる方法 

チオベンカルブ 0.02 ㎎／L 以下 付表５の第１又は第２に掲げる方法 

ベンゼン 0.01 ㎎／L 以下 日本工業規格Ｋ0125 の 5.1、5.2 又は 5.3.2 に定める方法 

セレン 0.01 ㎎／L 以下 規格 67.2、67.3 又は 67.4 に定める方法 

硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 10 ㎎／L 以下 
硝酸性窒素にあつては規格 43.2.1、43.2.3、43.2.5 又は 43.2.6 に定め

る方法、亜硝酸性窒素にあつては規格 43.1 に定める方法 

ふっ素 0.8 ㎎／L 以下 

規格 34.1 若しくは 34.4 に定める方法又は規格 34.1c)（注（6）第三文

を除く。）に定める方法（懸濁物質及びイオンクロマトグラフ法で妨害と

なる物質が共存しない場合にあつては、これを省略することができる。）

及び付表 6 に掲げる方法 

ほう素 1 ㎎／L 以下 規格 47.1、47.3 又は 47.4 に定める方法 

１，４－ジオキサン 0.05 ㎎／L 以下 付表７に掲げる方法 

備考  

１ 基準値は年間平均値とする。ただし、全シアンに係る基準値については、最高値とする｡ 

２ 「検出されないこと」とは、測定方法の項に掲げる方法により測定した場合において、その結果が当該方法の定量限

界を下回ることをいう。別表２において同じ。 

３ 海域については、ふっ素及びほう素の基準値は適用しない。 

４ 硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素の濃度は、規格 43.2.1、43.2.3、43.2.5 又は 43.2.6 により測定された硝酸イオンの濃

度に換算係数 0.2259 を乗じたものと規格 43.1 により測定された亜硝酸イオンの濃度に換算係数 0.3045 を乗じたも
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のの和とする。 

表 2-4-2 生活環境の保全に関する環境基準（河川） 

項

目 

 

 

類

型 

利用目的の適

応性 

基 準 値 当該水域 

水素イオン 

(ｐＨ) 

生物化学的 

酸素要求量 

(ＢＯＤ) 

浮遊物質量 

 (ＳＳ) 

溶存酸素量 

(ＤＯ) 
大腸菌数 

 

Ａ

Ａ 

水道１級 

自然環境保全

及びＡ以下の

欄に掲げるも

の 

6.5 以上 

8.5 以下 

１㎎/L 

以下 

25 ㎎/L 

以下 

7.5 ㎎/L 

以上 

20CFU/ 

100mL 以下 

第１の２の(2) に

より水域類型ごと

に指定する水域 

Ａ 

水道２級 

水産１級 

水浴及びＢ以

下の欄に掲げ

るもの 

6.5 以上 

8.5 以下 

２㎎/L 

以下 

25 ㎎/L 

以下 

7.5 ㎎/L 

以上 

300CFU/ 

100mL 以下 

Ｂ 

水道３級 

水産２級及び

Ｃ以下の欄に

掲げるもの 

6.5 以上 

8.5 以下 

３㎎/L 

以下 

25 ㎎/L 

以下 

５㎎/L 

以上 

1,000CFU/ 

100mL 以下 

Ｃ 

水産３級 

工業用水１級

及びＤ以下の

欄に掲げるも

の 

6.5 以上 

8.5 以下 

５㎎/L 

以下 

50 ㎎/L 

以下 

５㎎/L 

以上 
－ 

Ｄ 

工業用水２級 

農業用水及び

Ｅの欄に掲げ

るもの 

6.0 以上 

8.5 以下 

８㎎/L 

以下 

100 ㎎/L 

以下 

２㎎/L 

以上 
－ 

Ｅ 
工業用水３級 

環境保全 

6.0 以上 

8.5 以下 

10 ㎎/L 

以下 

ごみ等の浮

遊が認めら

れないこと 

２㎎/L 

以上 
－ 

測定方法 

規格 12.1 に 定

める方法又 はガ

ラス電極 を用い

る水質 自動監視

測定 装置により

こ れと同程度の 

計測結果の得られ

る方法 

規格 21 に

定める方法 

付表９に掲

げる方法  

規格 32 に定める

方法 又は隔 膜電

極 若しくは 光学

式センサを用いる

水質自動監視測定

装置により これと

同 程度の計測結果

の得られる方法 

付表 10 に

掲げる方法 

 

備考 １ 基準値は、日間平均値とする。ただし、大腸菌数に係る基準値については、90%水質値 （年間の日間平均値の全データ

をその値の小さいものから順に並べた際の 0.9×ｎ番目（ｎ は日間平均値のデータ数）のデータ値（0.9×ｎが整数でない場合

は端数を切り上げた整 数番目の値をとる。））とする(湖沼、海域もこれに準ずる。)。 

２ 農業用利水点については、水素イオン濃度 6.0 以上 7.5 以下、溶存酸素量 5 ㎎／L 以上とする(湖沼もこれに準ずる)。 

３ 水質自動監視測定装置とは、当該項目について自動的に計測することができる装置で あつて、計測結果を自動的に記録する

機能を有するもの又はその機能を有する機器と接 続されているものをいう(湖沼、海域もこれに準ずる。)。  

４ 水道１級を利用目的としている地点（自然環境保全を利用目的としている地点を除く。） については、大腸菌数 100ＣＦＵ

／100ml 以下とする。 ５ 水産１級、水産２級及び水産３級については、当分の間、大腸菌数の項目の基準値は 適用しない

（湖沼、海域もこれに準ずる。）。 ６ 大腸菌数に用いる単位はＣＦＵ（コロニー形成単位（Colony Forming Unit））／100ml と 

し、大腸菌を培地で培養し、発育したコロニー数を数えることで算出する。 
（注） 
１ 自然環境保全：自然探勝等の環境保全 
２ 水道１級：ろ過等による簡易な浄水操作を行うもの 
  水道２級：沈殿ろ過等による通常の浄水操作を行うもの 
  水道３級：前処理等を伴う高度の浄水操作を行うもの 
３ 水産１級：ヤマメ、イワナ等貧腐水性水域の水産生物用並びに水産２級及び水産３級の水産生物用 
  水産２級：サケ科魚類及びアユ等貧腐水性水域の水産生物用及び水産３級の水産生物用 
  水産３級：コイ、フナ等、β－中腐水性水域の水産生物用 
４ 工業用水１級：沈殿等による通常の浄水操作を行うもの 
  工業用水２級：薬品注入等による高度の浄水操作を行うもの 
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  工業用水３級：特殊の浄水操作を行うもの 
５ 環境保全：国民の日常生活(沿岸の遊歩等を含む。)において不快感を生じない限度 

ダイオキシン類については、「ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁及び土壌の汚染に係る環境基

準について」により、公共用水域の水質と底質について、表 2-4-1 に示す基準値が設けられている。 

表 2-4-1  ダイオキシン類による水質の汚濁（水底の底質の汚染を含む。）に係る環境基準 

（平成 11年 12月 27 日環境庁告示第 68号） 

項目  環境基準値 測定方法 

ダイオキシン類 

水質 1pg-TEQ/L 以下 日本工業規格 K0312 に定める方法 

底質 150pg-TEQ/g 以下 

水質の底質中に含まれるダイオキシン類をソ

ックスレー抽出し、高分解能ガスクロマトグラ

フ質量分析計により測定する方法 

 

③地下水の水質汚濁に係る環境基準 

表 2-4-2 地下水の水質汚濁に係る環境基準（平成 9 年 3 月 13 日環境庁告示第 10 号） 

項 目 基 準 値 測定方法 

カドミウム 0.003 ㎎／Ｌ以下 
日本産業規格（以下「規格」という。）Ｋ0102 の 55.2、 55.3 又は 

55.4 に定める方法 

全シアン 
検 出 さ れ な い こ

と。 

規格Ｋ0102 の 38.1.2（規格Ｋ0102 の 38 の備考 11 を 除く。以

下同じ。）及び 38.2 に定める方法、規格Ｋ0102 の 38.1.2 及び 38.3 

に定める方法、規格Ｋ0102 の 38.1.2 及び 38.5 に定める方法又は

昭和 46 年 12 月環 境庁告示第 59 号（水質汚濁に係る環境基準に

ついて） （以下「公共用水域告示」という。）付表１に掲げる方 法 

鉛 0.01 ㎎／Ｌ以下 規格Ｋ0102 の 54 に定める方法 

六価クロム 0.02 ㎎／Ｌ以下 

規格Ｋ0102 の 65.2（規格Ｋ0102 の 65.2.2 及び 65.2.7 を除く。）

に定める方法（ただし、次の１か ら３までに掲げる場合にあっては、

それぞれ１から３ までに定めるところによる。） １ 規格Ｋ0102 の 

65.2.1 に定める方法による場 合 原則として光路長 50mm の吸収セ

ルを用いるこ と。 ２ 規格Ｋ0102 の 65.2.3、65.2.4 又は 65.2.5 

に定める方法による場合（規格Ｋ0102 の 65.の備 考 11 の b）による

場合に限る。） 試料に、その 濃度が基準値相当分（0.02 ㎎／Ｌ）増

加するよう に六価クロム標準液を添加して添加回収率を求 め､その

値が 70～120％であることを確認するこ と。 ３ 規格Ｋ0102 の 

65.2.6 に定める方法により塩 分の濃度の高い試料を測定する場合 

２に定める ところによるほか、規格Ｋ0170－７の７の a）又 は b）

に定める操作を行うこと。 

砒素 0.01 ㎎／Ｌ以下 規格Ｋ0102 の 61.2、61.3 又は 61.4 に定める方法 

総水銀 0.0005 ㎎／Ｌ以下 公共用水域告示付表２に掲げる方法 

アルキル水銀 
検 出 さ れ な い こ

と。 

公共用水域告示付表３に掲げる方法 

ＰＣＢ 
検 出 さ れ な い こ

と。 

公共用水域告示付表４に掲げる方法 

ジクロロメタン 0.02 ㎎／Ｌ以下 規格Ｋ0125 の 5.1、5.2 又は 5.3.2 に定める方法 

四塩化炭素 0.002 ㎎／Ｌ以下 規格Ｋ0125 の 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1 又は 5.5 に定める方法 

クロロエチレン 

(別名塩化ビニル又

は塩化ビニルモノ

マー) 

0.002 ㎎／Ｌ以下 

付表に掲げる方法 

1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾀﾝ 0.004 ㎎／Ｌ以下 規格Ｋ0125 の 5.1、5.2、5.3.1 又は 5.3.2 に定める方法 

1,1-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.1 ㎎／Ｌ以下 規格Ｋ0125 の 5.1、5.2 又は 5.3.2 に定める方法 
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1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.04 ㎎／Ｌ以下 

シス体にあっては規格 K0125 の 5.1、5.2 又は 5.3.2 に定める方

法、トランス体にあっては、規格 K0125 の 5.1、5.2 又は 5.3.1 に

定める方法 

1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ 1 ㎎／Ｌ以下 規格Ｋ0125 の 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1 又は 5.5 に定める方法 

1,1,2-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ 0.006 ㎎／Ｌ以下 規格Ｋ0125 の 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1 又は 5.5 に定める方法 

ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.01 ㎎／Ｌ以下 規格Ｋ0125 の 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1 又は 5.5 に定める方法 

ﾃﾄﾗｸﾛﾛ 0.01 ㎎／Ｌ以下 規格Ｋ0125 の 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1 又は 5.5 に定める方法 

1,3-ｼﾞｸﾛﾛﾌﾟﾛﾍﾟﾝ 0.002 ㎎／Ｌ以下 規格Ｋ0125 の 5.1、5.2 又は 5.3.1 に定める方法 

チウラム 0.006 ㎎／Ｌ以下 公共用水域告示付表５に掲げる方法 

シマジン 0.003 ㎎／Ｌ以下 公共用水域告示付表６の第１又は第２に掲げる方法 

チオベンカルブ 0.02 ㎎／Ｌ以下 公共用水域告示付表６の第１又は第２に掲げる方法 

ベンゼン 0.01 ㎎／Ｌ以下 規格Ｋ0125 の 5.1、5.2 又は 5.3.2 に定める方法 

セレン 0.01 ㎎／Ｌ以下 規格Ｋ0102 の 67.2、67.3 又は 67.4 に定める方法 

硝酸性窒素及び亜

硝酸性窒素 
10 ㎎／Ｌ以下 

酸性窒素にあっては規格Ｋ0102 の 43.2.1、43.2.3、 43.2.5 又は 

43.2.6 に定める方法、亜硝酸性窒素にあ っては規格Ｋ0102 の 43.1 

に定める方法 

ふっ素 0.8 ㎎／Ｌ以下 

規格Ｋ0102 の 34.1（規格Ｋ0102 の 34 の備考 1 を除く。） 若しくは 

34.4（妨害となる物質としてハロゲン化合物 又はハロゲン化水素が

多量に含まれる試料を測定する 場合にあっては、蒸留試薬溶液とし

て、水約 200ml に 硫酸 10ml、りん酸 60ml 及び塩化ナトリウム 

10g を溶 かした溶液とグリセリン 250ml を混合し、水を加えて 

1,000ml としたものを用い、規格Ｋ0170―６の６図２ 注記のアルミ

ニウム溶液のラインを追加する。）に定め る方法又は規格Ｋ0102 の 

34.1.1c)（注( 2 )第三文及び 規格Ｋ0102 の 34 の備考 1 を除く。）

に定める方法（懸 濁物質及びイオンクロマトグラフ法で妨害となる

物質 が共存しないことを確認した場合にあっては、これを 省略する

ことができる。）及び公共用水域告示付表７に 掲げる方法 

ほう素 1 ㎎／Ｌ以下 規格Ｋ0102 の 47.1､ 47.3 又は 47.4 に定める方法 

1,4-ジオキサン 0.05 ㎎／Ｌ以下 公共用水域告示付表８に掲げる方法 

備考 

１ 基準値は年間平均値とする。ただし、全シアンに係る基準値については 、最高値とする｡ 

２ 「検出されないこと」とは、測定方法の欄に掲げる方法により測定した場合において、その結果が 当該方法

の定量限界を下回ることをいう。 

３ 硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素の濃度は、規格Ｋ0102 の 43.2.1、43.2.3、43.2.5 又は 43.2.6 により 測定さ

れた硝酸イオンの濃度に換算係数 0.2259 を乗じたものと規格Ｋ0102 の 43.1 により測定された 亜硝酸イオ

ンの濃度に換算係数 0.3045 を乗じたものの和とする。 

４ 1，2―ジクロロエチレンの濃度は、規格Ｋ0125 の 5.1、5.2 又は 5.3.2 により測定されたシス体 の濃度と

規格Ｋ0125 の 5.1、5.2 又は 5.3.1 により測定されたトランス体の濃度の和とする。 

 

 

（結果書３２頁及び３３頁ご参照） 

⑷ 廃棄物関連法令による規制 

廃棄物の最終処分場については、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」の規定に基づき、「一

般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場に係る技術上の基準を定める省令」により、

処分場が具備すべき技術上の要件や維持管理（水質検査の義務等）の基準が定められている。 

同省令において、安定型最終処分場に係る維持管理基準として、表 2-4-9に示す項目について

は１年に１回以上、 

表 2-4-10に示す項目については１月に１回以上（埋立処分が終了した埋立地においては３月

に１回以上）、浸透水（安定型産業廃棄物の層を通過した雨水等）の水質検査を実施し、記録する
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ことが義務づけられている。また、表 2-4-9に示す項目について、２箇所以上の場所で、１年に

１回以上、周縁の地下水の水質検査を実施し、記録することが義務づけられている。 

 

周縁地下水の水質検査において、水質の悪化（その原因が当該最終処分場以外にあることが明

らかであるものを除く。）が認められる場合は、その原因調査その他の生活環境の保全上必要な

借置を講ずることが義務づけられており、また、浸透水の水質検査において、表 2-4-92-4-9お

よび 

表 2-4-10に掲げる基準に適合しない場合は、速やかに産業廃棄物の搬入および埋立処分の中止

その他生活環境の保全上必要な借置を講ずることが義務づけられている。 

なお、ダイオキシン類については、「ダイオキシン類特別借置法に基づく廃棄物最終処分場の

維持管理の基準を定める省令」により、管理型最終処分場の排水基準が定められているが、安定

型最終処分場の水質検査項目には設定されていない。 

表 2-4-9 安定型最終処分場の水質維持管理基準（地下水等検査項目） 

項  目 基 準 値 

アルキル水銀 検出されないこと。 

総水銀 ０.０００５㎎/L以下 

カドミウム ０.０３㎎/L以下 

鉛 ０.０１㎎/L以下 

六価クロム ０.０５㎎/L以下 

砒素 ０.０１㎎/L以下 

全シアン 検出されないこと。 

ポリ塩化ビフェニル 検出されないこと。 

トリクロロエチレン ０.０１㎎/L以下 

テトラクロロエチレン ０.０１㎎/L以下 

ジクロロメタン ０.０２㎎/L以下 

四塩化炭素 ０.００２㎎/L以下 

1,2-ジクロロエタン  ０.００４㎎/L以下 

1,1-ジクロロエチレン  ０.１㎎/L以下 

1,2-ジクロロエチレン  ０.０４㎎/L以下 

1,1,1-トリクロロエタン  １㎎/L以下 

1,1,2-トリクロロエタン  ０.００６㎎/L以下 

1,3-ジクロロプロペン  ０.００２㎎/L以 

チウラム ０.００６㎎/L以下 

シマジン ０.００３㎎/L以下 

チオベンカルブ ０.０２㎎/L以下 

ベンゼン ０.０１㎎/L以下 

セレン ０.０１㎎/L以下 

1,4-ジオキサン ０.０５㎎/L以下 

クロロエチレン（別名塩化ﾋﾞﾆﾙ又は塩化ﾋﾞﾆﾙﾓﾉﾏｰ） ０.００２㎎/L以下 

備考 

１.「検出されないこと」とは、環境大臣が定める方法により検査した場合において、その

結果が当該検査方法の定量限界を下回ることをいう。 

 

表 2-4-10 安定型最終処分場の水質維持管理基準 
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項 目 基 準 値 

生物化学的酸素要求量（BOD） 

又は化学的酸素要求量（COD） 

ＢＯＤ ２０ ㎎/L 以下 

ＣＯＤ ４０ ㎎/L 以下 

３．事業による影響の予測と評価 

（結果書４３頁及び５４頁ご参照） 

３－２ 水質 

⑴ 現況把握 

① 調査方法 

1)既存資料調査 

三重県が実施している水質調査結果(三重県 HP で公開)を収集、整理した。 

 

2)現地実測調査 

調査項目：事業計画地下流（浸透水(処理水)排水先）河川の平常時の水質、流量 

水質分析項目：BOD、COD、SS 

調査方法：採水・流量観測：「水質調査方法」（昭和 46年環境庁水質保全局）に準拠 

水質分析：「水質汚濁に係る環境基準について」（昭和 46年環告第 59号）に準拠 

調査地点：No.1 事業地下流の沢（浸透水放流口下流） 

No.2 水路（沢合流後） 

No.3 服部川（槙野橋下流） 

調査回数：年 4回（秋季:R4/10/13、冬季:R5/1/31、春季:R5/4/24、夏季:R5/7/28） 
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図 3-2-1 水質調査地点位置図  

事業計画地 

地点 No.1 

地点 No.2 

地点 No.3 
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② 調査結果 

1)既存資料調査結果 

三重県の環境白書最新版（令和 4年度三重県サステナビリティレポート）によると、服部川におけ

る最近 3年間の BOD(75％値)の測定結果は、1.0～1.1㎎/Lであった。 

表 3-2-1 既存資料調査結果（服部川：BOD） 

水域名 環境基準点名 類型 年度 BOD(㎎/L)（75%値） 

服部川 伊賀上野橋 A 

令和元年 1.1 

令和 2 年 1.1 

令和 3 年 1.0 

※出典：三重県 HP（令和 5 年 9 月 1 日現在公開資料） 

 

2)現地実測調査結果 

水質調査結果を、表 3-2-2、図 3-2-2に示す。 

調査の結果、BOD は地点 No.1 では 0.5～0.8㎎/L、地点 No.2 では 0.7～1.1 ㎎/L、地点 No.3では

0.6～1.3 ㎎/Lであり、上流から下流に行くにつれて、若干ではあるが濃度の上昇が見られた。 

COD は地点 No.1 では 3.1～4.9㎎/L、地点 No.2 では 2.6～6.2 ㎎/L、地点 No.3 では 2.2～3.5㎎/L

となっており、BODと逆の傾向が見られた。 

SSは地点 No.1では＜1※～6 ㎎/L、地点 2では＜1〜4 ㎎/L、地点 3では＜1～2 ㎎/Lであり、各地

点とも冬季(1月)と春季(4月)の調査では、全地点が 1 ㎎/L未満であった。 

 

表 3-2-2 現況調査結果 

 
※＜１は１未満を表す。 

 

No.1(服部川支流沢) No.2(服部川支流) No.3(服部川)

2022/10/13 生物化学的酸素要求量(BOD)(mg/L) 0.5 0.7 0.6

化学的酸素要求量(COD.Mn)(mg/L) 4.1 3.4 2.2

浮遊物質量(SS)(mg/L) 6 2 <1

流量(m3/sec) 0.007 0.009 1.064

2023/1/31 生物化学的酸素要求量(BOD)(mg/L) 0.8 1.0 1.0

化学的酸素要求量(COD.Mn)(mg/L) 3.3 2.6 2.9

浮遊物質量(SS)(mg/L) <1 <1 <1

流量(m3/sec) 0.002 0.004 0.281

2023/4/24 生物化学的酸素要求量(BOD)(mg/L) 0.6 0.8 1.0

化学的酸素要求量(COD.Mn)(mg/L) 4.1 4.6 2.9

浮遊物質量(SS)(mg/L) <1 <1 <1

流量(m
3
/sec) 0.002 0.009 0.356

2023/7/28 生物化学的酸素要求量(BOD)(mg/L) 0.6 1.1 1.3

化学的酸素要求量(COD.Mn)(mg/L) 4.9 6.2 3.5

浮遊物質量(SS)(mg/L) 1 4 2

流量(m
3
/sec) 0.002 0.015 0.594

調査項目調査日
調査地点
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図 3-2-2 水質調査結果 
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⑵ 予測 

浸透水(処理水)の排出が下流河川の水質に及ぼす影響について、想定される浸透水の水質・流量と、

現況調査で把握した放流先の水質・流量を用いて、完全混合式により予測した。 

予測の基本的な考え方は、下図に示す通りである。各地点での現況調査結果から、現況の事業計画

地からの流出水の影響を除外したものを各地点のバックグラウンド値とし、これに事業開始後の流出

水が加わるものとして予測を行った。 

 

図 3-2-3 予測地点位置図 

＜現況＞

No.1：バックグラウンド値(事業地からの流出水を除外) 事業計画地

水質：No.1の現況調査結果（水質①） 水質：No.1の現況調査結果（水質①）

No.1：現況

水質：現況調査結果

流量：現況調査結果

No.2：バックグラウンド値(事業地からの流出水を除外) 事業計画地

水質：水質①と流量②、およびNo.2の現況調査結果より完全混合式にて
逆算(水質②)

水質：水質①

流量③＝No.2の現況調査結果－流量② 流量：流量②

No.3：現況

水質：現況調査結果（水質②）

流量：現況調査結果

No.3：バックグラウンド値(事業地からの流出水を除外) 事業計画地

水質：水質①と流量②、およびNo.2の現況調査結果より完全混合式にて
逆算(水質③)

水質：水質①

流量④＝No.3の現況調査結果－流量② 流量：流量②

No.3：現況

水質：現況調査結果（水質③）

流量：現況調査結果

＜事業開始後予測＞

No.1：バックグラウンド値(事業地からの流出水を除外) 事業計画地

水質：水質① 水質：既存施設での調査結果

流量：流量① 流量：流量②

No.1：予測

水質：バックグラウンドと事業計画地との完全混合式にて算出

流量：①＋②

No.2：バックグラウンド値(事業地からの流出水を除外) 事業計画地

水質：水質② 水質：既存施設での調査結果

流量：流量③ 流量：流量②

No.3：予測

水質：バックグラウンドと事業計画地との完全混合式にて算出

流量：③＋②

No.3：バックグラウンド値(事業地からの流出水を除外) 事業計画地

水質：水質③ 水質：既存施設での調査結果

流量：流量④ 流量：流量②

No.3：予測

水質：バックグラウンドと事業計画地との完全混合式にて算出

流量：④＋②

流量：No.1での現況調査結果の流量を、事業計画地の流域面積とそれ以
外の流域面積より按分(流量①）

流量：No.1での現況調査結果の流量を、事業計画地の流域面積とそれ
以外の流域面積より按分（流量②）
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① 予測方法 

河川水質の環境基準が定められている BOD と SS 及び安定型産業廃棄物最終処分場の水質検査基準が

示されている CODについて、現況調査結果の服部川の水質・流量に、想定される事業地からの流出水に

よる負荷量が加わるものとして、完全混合式により予測した。 

     C＝(Q1・C1＋Q2・C2))/(Q1＋Q2)    -------（式 1） 

           ここで、C1：事業開始後の下流河川の水質濃度(㎎/L) 

           Q1：下流河川の流量(㎥/min)(合流前のバックグラウンド値) 

           Q2：事業地からの流出水量(㎥/min) 

           C1：下流河川の水質濃度(㎎/L)(合流前のバックグラウンド値) 

           C2：事業地からの流出水の水質濃度(㎎/L) 

 

② 予測地点 

予測地点は、事業地からの流出水が合流後の沢(地点 No.1)、沢が合流後の下流水路(地点 No.2)、水

路が合流した下流側の服部川(地点 No.3)とした。（下図参照） 

 

図 3-2-4 予測地点位置図 

③ 予測条件 

1) 放流水質 

デイリー社グループが滋賀県大津市で運営している大津夢の里第二最終処分場における過去 10年

間(平成 25年の調査開始から令和 4年の受入完了まで)の浸透水の BOD、COD、SSの調査結果(毎月 1

回)を、濃度の低い方から高い方へ並べたものを図 3-2-5に示す。 

※大津市の安定型産業廃棄物最終処分場運営事業の概要は３６頁、後段＜補足説明＞のとおり 

事業計画地 

予測地点(No.1) 

予測地点(No.2) 

予測地点(No.3) 
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BODは 1.2～17㎎/Lの範囲で変動しており、平均は 4.6㎎/Lであった。COD は 2.9～29㎎/Lの範囲

で変動しており、平均は 12 ㎎/L であった。SS は<1～33 ㎎/L の範囲で変動しており、平均は 4 ㎎/L

であった。 

本事業では浸透水の水質処理を行う計画であり、放流水質はこれらの値より低いと考えられるが、

ここでは安全側の予測条件として、予測に用いる放流水質濃度は、下図の水質の頻度分布より非超過

確率 75％値（BOD：6.0㎎/L、COD：14㎎/L、SS：5㎎/L）とした。 

 

 

図 3-2-5 自主調査での放流水の COD、BOD、および SSの頻度分布図 

 

2) 放流水量 

事業地から流出する水量は、現地調査結果および地形図(国土地理院 25000分の 1地形図)より下式

により算出した値を用いた。 

事業地からの流出水量(㎥/sec)＝No.1 地点の流量(㎥/sec)× 
事業地を含む谷の流域面積(m2) 

 (式 2) 
No.1 地点の全流域面積(m2) 

       ここで、事業地の流域面積：23,577m2 

           No.1 地点の全流域面積：551,400m2（国土地理院 25000分の 1地形図より読取） 
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図 3-2-6 流域面積 

3) バックグラウンド値 

予測地点の水質のバックグラウンド値は、各地点の現況の水質・流量調査結果から、現況の事業計

画地からの流出水(流量：式 2 による計算値、水質濃度：地点 No.1の現況測定値)の影響を、完全混

合式(式 1)を用いて除外した値とした。 

表 3-2-4 各地点のバックグラウンド値 

調査項目 地点 No 2022/10/14 2023/1/31 2023/4/25 2023/7/28 

BOD(㎎/L) 

No.1 0.5 0.8 0.6 0.6 

No.2 0.7 1.0 0.8 1.1 

No.3 0.5 0.8 0.6 0.6 

COD(㎎/L) 

No.1 4.1 3.3 4.1 4.9 

No.2 3.4 2.6 4.6 6.2 

No.3 2.2 2.9 2.9 3.5 

SS(㎎/L) 

No.1 6 1 1 1 

No.2 2 1 1 4 

No.3 1 1 1 2 

流量(㎥/sec) 

No.1 0.007 0.002 0.002 0.002 

No.2 0.009 0.003 0.008 0.015 

No.3 1.064 0.281 0.356 0.594 

事業地の流域：面積 23,577m2 

No.1 地点全流域：面積 551,400m2 
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④ 予測結果 

地点 No.1～3における水質の予測結果を表 3-2-4、図 3-2-7〜図 3-2-9 に示す。なお、地点 No.3

の服部川は環境基準の A類型に指定されている。 

地点 No.1(事業地下流沢)については、年平均値で BOD は 0.6 ㎎/L から 0.9 ㎎/L に、COD は.4.1㎎

/L から 4.5 ㎎/L に増加すると予測される。SS につては、事業に伴う水質濃度の変化はほとんど無い

と予測される。 

地点 No.2(沢合流後の水路)については、BODは 0.9㎎/Lから 1.0㎎/L、CODは 4.2㎎/Lから 4.4㎎

/Lに増加すると予測される。SSにつては、事業に伴う水質濃度の変化はほとんど無いと予測される。 

地点 No.3 の服部川については、BOD は現況、将来予測とも年平均 0.6 ㎎/L、SS は現況、将来予測

とも年平均 1㎎/Lであり、事業に伴う水質濃度の変化はみられず、環境基準値(A類型：(BOD)2㎎/L、

(SS)25㎎/L)を下回ると予測される。 

CODについても、現況、将来予測とも年平均は 2.9㎎/Lであり、事業に伴う水質濃度の変化はほと

んど無いと予測される。 

 

表 3-2-4 水質予測結果 

＜地点 No.1＞  秋季 冬季 春季 夏季 平均 

BOD(㎎/L) 
現況 0.5  0.8  0.6  0.6  0.6  

予測 0.7  1.0  0.9  0.8  0.9  

COD(㎎/L) 
現況 4.1  3.3  4.1  4.9  4.1  

予測 4.5  3.8  4.6  5.3  4.5  

SS(㎎/L) 
現況 6 1 1 1 2 

予測 6 1 1 1 2 

 

＜地点 No.2＞  秋季 冬季 春季 夏季 平均 

BOD(㎎/L) 
現況 0.7  1.0  0.8  1.1  0.9  

予測 0.9  1.1  0.9  1.1  1.0  

COD(㎎/L) 
現況 3.4  2.6  4.6  6.2  4.2  

予測 3.7  2.9  4.7  6.3  4.4  

SS(㎎/L) 
現況 2 1 1 4 2 

予測 2 1 1 4 2 

 

＜地点 No.3＞  秋季 冬季 春季 夏季 平均 

BOD(㎎/L) 

現況 0.5  0.8  0.6  0.6  0.6  

予測 0.5  0.8  0.6  0.6  0.6  

（服部川全域）環境基準値（A 類型）： 2 ㎎/L 以下 

COD(㎎/L) 
現況 2.2  2.9  2.9  3.5  2.9  

予測 2.2  2.9  2.9  3.5  2.9  

SS(㎎/L) 

現況 1 1 1 2 1 

予測 1 1 1 2 1 

（服部川全域）環境基準値（A 類型）： 25 ㎎/L 以下 

  ※SS については、測定値または計算値が 1 ㎎/L 未満の場合は、1 ㎎/L として予測した。 



34 

 

 

図 3-2-7 水質予測結果（BOD） 

 

＜BOD＞

0.5 ～ 0.8 0.5 ～ 0.8

0.0067 ～ 0.0021 0.0003 ～ 0.0001 0.0003 ～ 0.0001

0.5 ～ 0.8 0.7 ～ 1.0

0.0070 ～ 0.0022 0.0070 ～ 0.0022

0.7 ～ 1.0 0.5 ～ 0.8

0.0087 ～ 0.0034 0.0003 ～ 0.0001 0.0003 ～ 0.0001

0.7 ～ 1.0 0.9 ～ 1.1

0.0090 ～ 0.0035 0.0090 ～ 0.0035

0.5 ～ 0.8 0.5 ～ 0.8

1.0635 ～ 0.2812 0.0003 ～ 0.0001 0.0003 ～ 0.0001

0.5 ～ 0.8 0.5 ～ 0.8

1.0638 ～ 0.2813 1.0638 ～ 0.2813

凡例

予測バックグラウンド

事業地からの流出水

現況

予測

6.0

現況

地点No.1

地点No.1

現況

6.0

事業地からの流出水

現況

事業地からの流出水

予測

バックグラウンド

地点No.3

バックグラウンド

現況

予測

予測

地点No.2

地点No.2

6.0

現況

調査(予測)地点

現況または予測値

予測

地点No.3（服部川）

最小時流量

最小濃度

～最大時流量（m3/sec)

～最大濃度(mg/l)
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図 3-2-8 水質予測結果（COD） 

 

＜COD＞

3.3 ～ 4.9 3.3 ～ 4.9

0.0021 ～ 0.0022 0.0001 ～ 0.0001 0.0001 ～ 0.0001

3.3 ～ 4.9 3.8 ～ 5.3

0.0022 ～ 0.0023 0.0022 ～ 0.0023

2.6 ～ 6.2 3.3 ～ 4.9

0.0034 ～ 0.0153 0.0001 ～ 0.0001 0.0001 ～ 0.0001

2.6 ～ 6.2 2.9 ～ 6.3

0.0035 ～ 0.0154 0.0035 ～ 0.0154

3.3 ～ 4.9 3.3 ～ 4.9

0.2812 ～ 0.5935 0.0001 ～ 0.0001 0.0001 ～ 0.0001

3.3 ～ 4.9 3.3 ～ 4.9

0.2813 ～ 0.5936 0.2813 ～ 0.5936

凡例

調査(予測)地点

現況または予測値

最小時流量

最小濃度

～最大時流量（m3/sec)

～最大濃度(mg/l)

バックグラウンド 現況 予測

14

地点No.3（服部川）

現況 予測

14

地点No.2

現況 予測

地点No.3 事業地からの流出水

地点No.1

現況 予測

地点No.2 事業地からの流出水

バックグラウンド 現況 予測

地点No.1 事業地からの流出水

バックグラウンド 現況 予測

14
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図 3-2-9 水質予測結果（SS） 

 

＜SS＞

1 ～ 6 1 ～ 6

0.0021 ～ 0.0067 0.0001 ～ 0.0003 0.0001 ～ 0.0003

1 ～ 6 1 ～ 6

0.0022 ～ 0.0070 0.0022 ～ 0.0070

1 ～ 2 1 ～ 6

0.0034 ～ 0.0087 0.0001 ～ 0.0003 0.0001 ～ 0.0003

1 ～ 2 1 ～ 2

0.0035 ～ 0.0090 0.0035 ～ 0.0090

1 ～ 6 1 ～ 6

0.2812 ～ 1.0635 0.0001 ～ 0.0003 0.0001 ～ 0.0003

1 ～ 6 1 ～ 6

0.2813 ～ 1.0638 0.2813 ～ 1.0638

凡例

～最大濃度(mg/l)

地点No.3（服部川）

調査(予測)地点

現況または予測値

最小時流量

最小濃度

～最大時流量（m3/sec)

5

地点No.2

現況 予測

地点No.3 事業地からの流出水

現況 予測

地点No.2 事業地からの流出水

現況 予測

バックグラウンド 現況 予測

5

バックグラウンド 現況 予測

地点No.1 事業地からの流出水

バックグラウンド 現況 予測

5

地点No.1
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⑶ 生活環境保全水準 

生活環境保全水準は、以下とおりとする。 

 

表 3-2-5 生活環境保全水準（水質） 

生活環境保全水準 

本施設から流出する浸透水の影響により、服部川の環境基準（河川 A類型）の達成

状況に支障を生じないこと。 

 

表 3-2-6 水質汚濁に係る環境基準（河川Ａ類型） 

項目 

水素イオン

濃度指数 

（ｐH） 

生物化学的

酸素要求量 

（BOD） 

浮遊物質量

（SS） 

溶存酸素量

（DO） 
大腸菌数 

基準値 
6.5以上 

8.5以下 
2㎎/L以下 25㎎/L 以下 7.5㎎/L以上 300CFU/100ｍL以下 

 

⑷ 評価 

事業に伴う下流河川への影響について予測した結果、地点 No.1 および地点 No.2 については

現況(バックグラウンド)の流量が小さいためある程度の濃度の上昇は避けられないが、服部川

(地点 No.3)における水質は、BOD、COD、SSとも現況とほとんど変化はなく、BODと SSは A類型

の環境基準値を下回ると予測された。したがって、生活環境保全水準を満足すると評価される。 

 

 

＜補足説明＞ 

⑴ 事業目的：ゴルフコースの改造計画の一手法として安定型産業廃棄物最終処分場の運営 

⑵ 事業用地：大津市大石曽束町 

⑶ 事 業 者：京阪グリーン開発株式会社 

⑷ 産業廃棄物処理施設の能力： 

 ①事業面積：４９，０７８．１３㎡（当初、事業面積）３６，７０９．３８㎡ 

 ②埋立容量：５５２，９００㎥  （当初、埋立容量）３９１，７００㎥ 

⑸ 処理している産業廃棄物の種類：①廃プラスチック類、②ゴムくず、③ガラスくず、コンク 

 リートくず（工作物の新築、改築又は除去に伴って生じたものを除く。）及び陶磁器くず、 

 ④工作物の新築、改築又は除去に伴って生じたコンクリートの破片その他これに類する不要物 

（石綿含有産業廃棄物を含む） 

⑹ 許可日：令和６年３月７日、埋立面積及び容量の変更許可※平成２４年７月１２日、当初許可 

⑺ 本件事業期間：令和６年４月８日から概ね４年間で埋立完了（約１３万㎥） 

 

※本件事業において、令和６年１月１２日（直近）に実施した水質検査結果表（資料８－２）ご

参照）を添付します。当該結果において、大津市から何ら指摘はありません。  

以上 
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３  令和６年９月１３日付、地元住民の意見書に対する見解（Ｊ及びＫの記載事  

  項を抜粋）  

Ｆ  水質汚染防止対策等について  

１  安定型産業廃棄物（埋立地）を経由する浸透水対策について  

⑴  水質検査場所及び検査方法等について  

ア  本件事業にかかる水質検査は、①浸透水溜池から採取した浸透水、②水処理

施設を経由した後の処理水、③上流及び④下流に設置する地下水観測井から採

取した地下水を検査します。  

イ  弊社は、独自で採取した水の水質検査をすることができませんので、弊社と

は何ら資本関係のない第三者の専門検査機関（業者）に検体を提出して結果を

出してもらいます。そして、その水質検査結果は、結果書を入手次第、各関係

住民自治体様に提供させていただきます。  

ウ  服部川の水については、伊賀市水道部様が独自で定期的に採水し、水質を検

査しており、弊社が本件事業にかかる水質検査の不正を行っても何ら意味をな

しません。  

エ  地域住民の皆様におかれましては、行政側が服部川の水質検査を行っており、

弊社の水質検査結果について、公平中立な手段で正確な確認することができ、

その安全性が担保できるのではないでしょうか。  

オ  弊社は、各水質検査結果を適正、速やかに開示させていただき、然るべき方

法にて公表させていただきます（公表方法等につきましては各自治協様と協議

の上、決定させていただきたいと思います）。  

⑵  有害物質を含んだ浸透水を排水しないこと及びその対策について  

 ア  上記Ｄ・Ｅのとおり、弊社は有害物質等が付着・混入していない安定型産業

廃棄物のみを適正に受け入れ、埋め立て、管理します。そのように、法律上認

められた安定型産業廃棄物を埋め立てた場合、本件事業による処分場から有害

物質が含まれた水が排水されることはあり得ません。  

 イ  一部の住民の方が取り上げられている懸念（不安）事象は、あくまで一部の

不適正な処分及び不適正な管理をした業者が引き起こした事象にしかすぎま

せん。当然、適正に安定型最終処分場を管理されている事業者のほうが多数派

であり、安定型最終処分場からの水は必ず有害物質等が含まれている水が排水

される（されている）というのは誤解です。  
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ウ  しかしながら、放流先の服部川流域において、服部川の水を飲み水や農業用

水等で利用されていることも事実ですので、本件事業においては、①安定型産

業廃棄物の埋立地を経由した雨水排水は、②「多孔性の浸透水集水管」を通り、

③コンクリートにて造成した「浸透水溜池」に溜まり、④水処理施設を経由し

て浄化された水を放流させていただきます。  

エ  現時点における水処理施設の性能・規模については、以下のとおりです。  

①ＢＯＤ、ＣＯＤ及びＳＳの数値上昇を防止・抑制するための性能にしています。 

②水処理量は、１日あたり１２０㎥の水を処理できる規模、設計にしています。

その数字の根拠は、  

Ｑ  ＝  浸出水量（㎥／日）  

Ｑ  ＝  １ /１０００㎥／日  

×０．６６（埋立中の浸出係数）  

×１７２３ｍｍ／３６５日（過去２０年間の最大年間雨量から日割計算）  

×２５，０００㎡（事業用地面積）  

   ＝７８㎥／日  

   ×１．５（安全率）  

＝１１７㎥／日≒１２０㎥／日  

 ③浸透水溜池に入る（溜まる）容量は１７０㎥で計画しています。  

オ  今後、当該浸透水溜池の容量及び水処理施設の処理容量について本件事業計

画による対応が十分なものであるか否かについて関係行政庁と協議の上、決定

したいと考えます。  

カ  現在、日本中で問題となっている有機フッ素化合物（「ＰＦＡＳ」）に対する

対応ですが、まず「ＰＦＡＳ」は何千種類もの化学物質の総称で、その中で近

年その有害性が注目され、規制が強化されているのが「ＰＦＯＳ」と「ＰＦＯ

Ａ」です。この２物質については、現時点において水道水中の暫定目標値が定

められていますが、廃掃法上の水質検査項目には規定されていません。  

キ  「ＰＦＯＳ」及び「ＰＦＯＡ」は、「撥水剤」、「表面処理剤」、「泡消火剤」、

「コーティング剤」等の製品に使用されてきましたが、現在は、その製造、使

用、輸出入が禁止されています。  

ク  したがって、本件事業においては、上記製品、即ち「ＰＦＯＳ」または「Ｐ

ＦＯＡ」を含むような廃棄物を埋め立てることは想定しておりません。  
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ケ  しかしながら、「ＰＦＡＳ」に関し、周辺地域の皆様のご不安に対応するた

め、「ＰＦＡＳ」を除去するためには活性炭処理が有効であるとの知見がある

ことから、本件事業においては水処理施設に活性炭処理ができる設備を設置し、

これを経由したものを放流します。  

コ  よって、本件事業によって、服部川へ「ＰＦＡＳ（ＰＦＯＡ、ＰＦＯＳ）」

を含んだ水が排水されることはありません（資料８－３）。  

 サ  水処理施設によって発生した使用済活性炭及び汚泥等は、本件事業用地内に

流出しないよう、適切に管理し、定期的に他の業者等に依頼し、適切かつ適法

に処理します。  

 シ  そして、浸透水溜池底地に堆積される土は、本件事業用地外で流出しないよ

う、定期的に本件事業用地内に戻す措置を講じます。  

 ス  弊社は、本件事業で計画する水処理施設を設置することにより、服部川へ有

害物質が含まれた水が排水されるおそれはないと認識しておりますが、水処理

施設の機能中に追加設備等を設置することによって、更なる予防策が講じられ

るか、その規模・設計等について、専門家及び関係行政庁と協議の上、決定し

たいと考えます。  

 セ  更に、有害物質を含む浸透水を排水しないための予防対策として、浸透水溜

池について、毎営業日、水の色・臭い・その他異常がないかモニタリングを実

施します。少しでも異常が見られた場合、水処理施設を経由させた後、排水路

に放流しないように止水し、水処理施設から本件事業用地内にポンプアップし

て処理水を戻す設計を計画します（異常が見られなくなるまで循環させます。）。

そして、直ちに臨時的に水質検査を実施し、結果、異常が確認できなかった時

点で、放流を再開します。具体的な異常検知方法及び設計等については、関係

行政庁と協議の上、決定したいと考えます。  

 ソ  なお、本件事業は廃掃法に定められた安定型産業廃棄物を埋立処分すること

から、また、弊社グループが運営する大津市の安定型最終処分場の実績からし

ても、浸透水等にて六価クロム等の重金属類の有害物質が検出され、酸性雨の

影響を受けた有害物質が検出されることは想定し得ません。  
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２  地下水汚染防止対策について  

 ⑴  本件事業地における「ボーリング調査報告書（ボーリング柱状図をご参照：

事業計画書附属資料１０番）」の結果を見ると、本件事業地付近には地下水は

ほとんど見受けられませんでした（資料８－４ご参照）。  

 ⑵  つまり、本件事業用地の地表から約３ｍ以降の地下においては強固な岩盤層

が存し、結果として、本件事業用地内に振った雨水が埋め立てられた安定型産

業廃棄物を経由したとしても、地下水として深部まで浸透したり、また、それ

らが本件事業用地外へと浸透し周辺地域への地下水に影響することは予測、予

見できません。  

⑶  したがって、①安定型産業廃棄物の埋立地を経由した雨水排水は、②「多孔

性の浸透水集水管」を通り、③コンクリートにて造成した「浸透水溜池」に溜

まり、④水処理施設を経由して浄化された水を放流させていただく計画となっ

ておりますので、本件事業用地外の周辺地域の地下水の水質が悪化したり、あ

るいは周辺の地下水に有害物質が含まれるようなことは想定できません。  

 

３  洪水調整池について  

 ⑴  安定型産業廃棄物の埋立地を経由して溜まる浸透水溜池とは別に、本件事業

用地外及び埋立地外からの雨水を受けるため（本件事業用地外の雨水が埋立地

に浸透しないように、外周に側溝を設けます。）、コンクリート造の「洪水調整

池」の造成を計画しています。  

 ⑵  その調整池に溜まる水は、埋立地内を経由していない雨水を溜めるためのも

のであり、所謂、単純な雨水にしかすぎません。  

 ⑶  その調整池に溜まった水は、線状降水帯の発生等による豪雨があったとして

も洪水にならないように十分に対応できる容量の設計にしており、かつ、その

放流を調整する機能を有しているものです。その設計等については後記Ｇ２項

をご参照ください。  

４  覆土について  

本件事業の使用する覆土について、基本、本件事業用地にある土を使用します。

なお、本件事業用地外からの土を使用する場合、当然、使用前に土壌分析を実施

し、あらゆる環境保全の観点から問題ないことを確認した上で使用します。その

使用量及び分析結果等については適正に管理、記録します。  
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Ｋ  本件事業にかかる防災対策及び不測の事態が生じた場合の保全について  

１  各組織・緊急時連絡体制の構築について  

⑴  本件事業の実施前に、弊社側の組織図（維持管理体制図）を構築し、明示し、

加えて、緊急時連絡体制を構築します。   

⑵  緊急時連絡体制は、弊社、三重県（伊賀地域防災総合事務所環境室ほか）、伊

賀市（水道・道路・消防ほか）、警察、病院、各自治協、学校等、本件事業に

かかる利害関係者を把握、確認し構築します。  

⑶  構築した各体制を円滑に運用できるように、必要に応じ、変更がないかを確

認します。  

２  水質検査の頻度について  

 ⑴  現行の計画においては、浸透水のＢＯＤ、ＣＯＤ及びＳＳの水質検査に関し

て、毎月１回を予定していますが、水処理施設によって処理された水の検査、

検査項目の追加・検査頻度について増やすことを検討します。  

 ⑵  特に、数値上昇が見受けられた場合、臨時的にその検査頻度を増やします。  

 ⑶  具体的な検査頻度等については、当該地域住民の皆様のご意見、関係行政庁

及び専門家等のご意見をお聞きし、本件事業計画に反映したいと考えておりま

す。  

 ⑷  万が一、基準値を超えるような数値が検出された場合、直ちに、本件事業を

停止し、前項緊急連絡体制に基づき関係先に連絡の上、原因究明し、異常な状

況を解消できるような措置を講じます。  

  ⑸  なお、本件事業用地外には水質基準値を超えるような水を放流しません（上

記Ｆの１⑵セのとおり）。    

 

 

 

 

 

 

 

 

 


